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社会科学論集　第164号　2021.6

《特別論文》

はじめに
　日本の政治学（Political	Science）には、「政治
意識論（Political	Consciousness）」と呼称される
固有の領域が存在する。政治意識の範疇には、潜
在的な意識にとどまらず、意見や態度、さらに、
顕在的な投票行動さえ含まれる。筆者のごとき浅

学は、自分自身の専門について、国内的には政治
意識論、対外的には選挙研究（Election	Study）
ないし投票行動研究（Voting	Behavior）と使い
分け、その場をしのいできた。
　政治にかかわる『意識』の総称として、包括的
に捉えられてきた政治意識。その政治意識の凝縮

要旨
　小泉政権当時の 2005 年に、無党派層に代わる、新たな概念として筆者が措定した「そ
のつど支持」は、その後、日本人の政治意識として広く定着した。「そのつど支持」とは、
「特定の支持政党を持たず、（選挙のたびに）そのつど政党を選択する」態度を意味す
る。2009 年の民主党への政権交代以降は、とりわけ、中高年層の「そのつど支持」化が
顕著であった。いわゆる無党派層や浮動票とは、若年層の政治意識や投票行動を表象する
概念として用いられてきた。こうした意識や態度は、むしろ、中高年層の特性へと転化し
ている。
　有権者の「そのつど支持」化は、また、「選挙ばなれ」と表裏の関係にあった。2012 年
に自民党が再び政権に復帰してからは、地方選挙で先行してみられた「選挙ばなれ」が国
政選挙にも波及してきた。投票率の低落には、政治不信や政党不信と通称される一票のリ
アリティの消失に加え、社会の無縁化に起因する地域社会の変容も介在している。
　本小論の論述スタイルは、仮説－検証の演繹的手法は採用せず、各種の調査結果や統計
データの単純比較を通じた経験的解釈に終始する。諸兄のご批判を請いたい。

はじめに
１．政党支持の流動：無党派層の多数派化
２．55 年体制の政党支持
３．政党支持の融解：「そのつど支持」の登場
４．政党支持から内閣支持へ
５．「選挙ばなれ」の位相
まとめにかえて

─「そのつど支持」から「選挙ばなれ」へ	─

松本　正生

政治意識の変容
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された「安定的・連続的指標」が、政党支持にほ
かならない。
　当然、その先には、「政党支持とは何か」とい
う説明の難しい命題が待ち受ける。日本人の政党
支持は、旧来、政策にたいする評価や政治的な意
見よりも、日常レベルでの感覚や感情、たとえば、
価値観やライフ・スタイルのような素朴な志向に
依拠していると考えられてきた。それゆえ、政党
支持は、政治全般に関わる意識を代表するという
筋道に至る。個々人を識別するためには、指標と
なる態度が広く共有されること、さらに、その態
度が安定したかたちで継続することが求められ
る。政党支持は、共有性と安定性の双方を充足す
る指標であった。
　政党支持は、政治意識の指標のみならず、人々
の投票行動を予測し説明する最も重要な変数とし
ても使用された。安定的で根強い政党支持も時に
変化する。政党支持の動向は、来たるべき選挙を
予測する先行指標と位置づけられてきた。意識と
しての共有性・安定性だけでなく、投票行動への
規定性をも有するという意味で、政党支持は、顕
在的な態度や行動と直結する概念でもあり得た。
　筆者は、かつて、日本における政党支持を
「人々の政党に対する『相対的な距離感』ないし
『認知の仕方』」と定義した（松本正生，1991，
p.76）。政党支持とは、すなわち、「人（政治家・
候補者）への支持」をも含めた「政党への志向
性」ないしは「政党にたいする何らかの意味での
帰属意識の集合」に相当する（松本，2001，
p.14）。政党支持が、長い間、政治意識の索引と
して位置づけられてきたのも、あいまいさを前提
とした了解可能性に依存してきたからであろう。
　「選挙の結果を占うもの」とはいえ、政党支持
は、投票のような行動とは異なり、認識レベルの
表象である。政党支持を実際に知覚するために
は、調査などの測定方法を用いて顕在化させなけ
ればならない。しかも、選挙における投票（得
票）との対比が求められるがゆえ、政党ごとの数
値として表示する必要がある。
　政党支持を検出する一般的な方法として採用さ
れたのが、支持政党質問である。これは、「どの

政党を支持しますか（支持する政党はどれです
か）」と聞いて「どれか 1つの政党」の選択を求
めるクエッションネア（質問文および選択肢）に
相当する。政党支持とは、『選択された（１つの）
政党』ごとの『政党支持率（支持政党比率）』と
して表示される。「支持政党質問」は、政党支持
を特定するだけでなく、「単記投票制度のもとで
おこなわれる選挙のシミュレーションという、よ
り現実的な役割を担ってい（た）」（松本，2001，
p.15）。
　ただ、この質問は、支持する政党を保有してい
ることを前提としたうえで、それがどの党である
かを問う、いわば支持還元型のクエッションネア
である。あらかじめ、支持する政党が「あるか・
ないか」を問うことはしないからだ。「支持政党
なし」とは、政党名の残余カテゴリー、言い換え
るならば、「どれでもない」という余りの部分と
して扱われてきた注１）。
　本小論では、政党支持の変容過程を追跡する。
ハイライトは、いわゆる無党派層（「支持政党な
し」層）の増大現象にある。新聞・通信社を主な
担い手とする日本の世論調査は、長期間にわたっ
て社会に定着し、国民からの信頼を得てきた。世
論調査の定番である支持政党質問は、回答する有
権者にとっても、選挙における投票行動を前提す
るものと受け止められてきた。「どの政党を支持
していますか」と聞けば、大半が支持政党名を回
答してくれた。おかげで、われわれは、支持政党
ごとに有権者を類型化し、その類型にそって政治
意識の違いを説明することができた。
　1995 年統一地方選の「青島・ノック現象」に
象徴される「無党派層の反乱」は、残りの部分に
追いやってきた人たちが、いつの間にか多数を占
めるようになり、政党や政治家が逆襲に遭遇した
ことの証左である。無党派層の増大は、われわれ
政治意識研究者にとっても、余りの部分を基準と
する指標なしには調査研究が成り立たないところ
に追い込まれたことを意味する。
　残余カテゴリーからの逆襲は、「青島・ノック
現象」を遡

さかのぼ

ること数年前、1980 年代末から始まっ
ていた。
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１．政党支持の流動：無党派層の多数派化
　1－ 1．政党支持率の推移
　次ページの〈図１〉を参照されたい。これは、
読売新聞社の定期世論調査（面接方式）結果の政
党支持率のうち、主要な政党と「支持政党なし」
について、1988 年から 2004 年までの 17 年間の
推移を示している。無党派層の指標として注目さ
れる「支持政党なし」比率は、「消費税選挙」と
呼ばれた 89 年参院選の直後にはじめて４割を超
える。その後一端減少するものの、ふたたび上昇
し、93 年政変による政権交代にともなう自民党
支持率の低落を契機に、大小関係が逆転する。
「支持政党なし」の比率は、自民党が政権に復帰
し連立政権時代に入ってからも、一貫して第一位
の座を占めつづけている。「支持政党なし」=	無
党派層の、社会における多数派の地位はすっかり
定着したといえよう。「無党派層の反乱」と呼ば
れた 95 年統一地方選の「青島・ノック現象」は、
政党の公認や推薦をいっさい受けない候補者に投
票するという、政党への拒否の意思表示だった。
　〈図１〉からは、さらに、留意すべき傾向を読
み取ることができよう。政党支持が短期間で急激
に変化することだ。大きな変動は、国政選挙時、
例えば、2000.6 ＝衆院選、03.11 ＝衆院選、04.7 ＝
参院選に生じている。過半数をこえ多数派となっ
た無党派層の比率が大きく変動し、特定政党（い
ずれの場合も民主党）への支持に向かっている。

小泉首相の登場時点で、自民党支持率が顕著に上
昇したのも、無党派比率の減少がなせるわざだ。
　「政党ばなれ」というのではなく、政党をそれ
なりに認知し選択する、いわば「潜在的支持」と
いう意味合いでの無党派層が増大し、であるから
こそ政党支持自体が流動化する。そう解釈できる
のではないだろうか。

　1－ 2．年齢別の構図
　次に、年齢階層にブレークダウンし、構図の変
化を確認してみよう。〈図２〉（次ページ）は、朝
日新聞社と読売新聞社の世論調査における自民党
支持率と「支持政党なし」比率を、年齢別にプ
ロットしたものである注２）。各年の値は、年間の
回答比率の合計を年間調査回数で割った「単純平
均」を充当している。
　先ずは、中曽根内閣のもとで自民党が（史上 2
度目の）衆参同日選挙に大勝し、「（有権者の）保
守化」が叫ばれた 1986 年（上段図）に注目され
たい。自民党と「支持政党なし」のグラフが、右
開きの大きなラッパのような形状を構成し、20
代を除きどの年齢階層においても、自民党支持者
が多数を占めている。この時期は、職業区分にそ
くしてみた場合にも、すべての職業で自民党支持
者が多数となったことから、自民党の「包括政党
化（catch	all	party）」が強調された。
　日本の政党政治は、その後、89年の消費税選挙、

図１　政党支持率の推移（1988 ～ 2004）

読売新聞社世論調査（面接）結果をもとに作成
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図２　政党支持率の推移（年齢別）

朝日新聞社世論調査（面接）及び読売新聞社世論調査（面接）の結果をもとに作成
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93 年の選挙制度改革をめぐる自民党分裂を経て、
翌 94 年には非自民の細川連立政権の誕生という
エポックを迎える。中段の図は、93 年政変の前
年（92 年）の支持率をプロットしている。上段
図、すなわち「包括政党化」のわずか 6年後に
は、自民党と「支持政党なし」とがクロスする形
状に変化している。２つのグラフの交点は、朝日、
読売双方とも 30 代～ 40 代の間で共通している
（朝日=左図と読売=右図は、20 代と 30 代の年
齢区分が異なることに留意されたい）。
　95 年統一地方選（「無党派層の反乱」）を経た
さらに 6年後、98 年（下段図）は、自民党支持
率が各年齢階層で低落し、代わって「支持政党な
し」比率が上昇している。大小関係をみると、60
代以上の最高年齢層を除くすべての年代で「支持
政党なし」が多数を占め、とくに若年層では自民
党支持率との間に大きな開きが生じている。上段
から下段へ、中段を支点にして、従来の「右開
き」のラッパ型が正反対の「左開き」へと 180 度
シフトしている。「支持政党なし」の無党派層は、
ついに有権者全体を代表する存在となるに至った。
　「政党ばなれ」、ここに極まれりといった様相
だが、理解できないことではない。いわゆる 55
年体制のもとで安定していた日本の政党制は、
1990 年代の 10 年ほどの間に大きな変貌をとげ
た。かつて主要 5政党と呼ばれた、自民、社会、
公明、共産、民社のうち、連続性を持ち続けてい
るのは共産党だけといってよい。自民党は、93
年の新生党と新党さきがけの誕生による分裂を経
験した。社会党は、96 年の民主党の結成時に事
実上解体したとみてよい。党名も社会民主党に変
わっている。公明党も、94 年の新進党の結成の
際、いったん分党した。民社党は、新進党の誕生
に合わせて解党している。これら旧政党のあとを
引き継ぐかたちで、新しい政党がいくつも誕生し
たが、ほとんどはわずかの期間に消失し、離合集
散の図式はきわめて複雑である。
　しかも、94 年に自民党の長期政権がひとたび
終結してからは、連立政権が日常化するように
なった。この間の連立政権は、短命であったのみ
ならず、政党の組み合わせもそのたびに変化し

た。今まで与野党に分かれ対立していた自民党と
社会党とが、手を携えて政権を担ったのをはじ
め、55 年体制下の政党を基準にすれば、共産党
を除くすべての野党が与党経験を有することと
なった。
　こうした有様が、有権者の意識に影響を及ぼさ
ぬはずはない。有権者の意思や選択とはかかわり
なく、政党や政治家の都合によって組み合わせの
異なる連立政権が頻繁に形成される現実に、多く
の人たちが不信や不満を募らせたことだろう。政
党の基本的なスタンスが変質したり、アイデン
ティティの対象だった政党が消滅したりしたこと
に、かなりの人が戸惑いを感じたはずだ。無党派
層の多数派化にみられる「脱政党化」や「政党ば
なれ」は、政治の側が有権者の眼前で演じたこと
の当然の帰結ともいえよう。

２．55年体制の政党支持
　2－ 1．「年功政党」の安定
　「無党派層の増大」と一括される現象には、少
なくとも二つの要因を類推することができよう。
第一は、すべての年齢層に共通した比率の上昇と
いう、時勢的流行、第二は、あらたに有権者とし
て加わった人たちがいつまでたっても「支持政党
なし」にとどまったままであるという世代的特性
だ。いずれにせよ、「支持政党なし」が増加する
ということは、有権者が、その分だけ自民党を支
持しなくなるということでもある。無党派層の多
数派化というのは、「自民党を支持しない人」が
多数を占めるようになったことと対応している。
　55 年体制と呼ばれた自民党の長期政権時代、
その強さの秘密は、加齢（年功）効果に象徴され
る支持者の再生産だった。加齢効果とは、支持者
を年齢別にみたとき、年齢があがるのにつれて支
持率も上昇していく、右肩上がりの年功序列型構
造に相当する。この構造は、いつの時期であって
も変わることなく続いてきた。
　〈図３〉（次ページ）を参照されたい。これは、
読売新聞社の世論調査結果をもとに、有権者をａ
～ｄの四つのコホート（生年を同じくする年齢集
団）に分け、それぞれのコホート＝世代が 10 歳
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加齢するごとに、支持率がどのように推移して
いったかを示している（各コホートの値は、年平
均値を使用）。例えば、ａ世代は、1970 年（図中
○印）に 20 代、80 年（△）に 30 代、90 年（□）
に 40 代と、年齢を加えるごとに比率を上昇させ
ていることが読み取れよう。すべての世代につい
て、右肩上がりの軌跡を確認することができる。
しかも、各加齢段階でのグラフの傾斜が似通って
おり、全体でほぼ一本の直線を形成している。10
歳年をとれば 10 歳分、確実に支持率が上昇する
ということだ。長期間にわたって繰り返されてき
た、自民党支持者の再生産過程そのものにほかな
らない。

　2－ 2．加齢効果の消失
　先の〈図３〉は、特定の年（単年）を生年とす
るコホートについて、70 年→ 80 年→ 90 年と、
いわば点と点を結んだ加齢データである。朝日新
聞社の世論調査結果を用いると、1956 年時点で
の 60 歳以上（～ 1896 年生集団）から 99 年時点

での 20 代（1970 年～ 79 年生集団）まで、84 の
コホートを作成することができる。ここでは、加
齢にそった比率の推移を読み取るために、84 の
コホートを 10 年単位の 7つのコホートにまとめ
あげた。〔表１〕は、７つのコホートにかんして、
10 歳分の加齢段階ごとの自民党支持率の推移を

図３　コホート別自民党支持率　：　1970 年→ 80 年→ 90 年

表１　自民党支持率の推移（コホート別）

朝日新聞社世論調査（面接）結果をもとに作成



政治意識の変容─「そのつど支持」から「選挙ばなれ」へ ─

11

算出したものである。ひとつひとつのコホートの
生まれ年の幅は非常に広くなるが、その分、「時
勢」の影響が相殺されることになる注３）。
　〈図４〉は、〔表１〕の 7つのうちの 6つのコ
ホートを取り出し、加齢による支持率の推移をプ
ロットしている。図中の a：1957 ～ 75 年生集団
は、1986 年～ 1995 年の 10 年間の、いずれかの
年に 20 代であった人たち、つまり、86 年時点で
の 29 歳（1957 年生）から 95 年時点での 20 歳
（1975 年生）までが含まれる。以下同様に、bコ
ホート＝ 1947 ～ 65 年生集団、cコホート=1937
～55 年生集団、dコホート＝ 1927～45 年生集団、
eコホート＝ 1917 ～ 35 年生集団、f コホート＝
1907 ～ 25 年生集団となる。それぞれのコホート
の、各年齢階層おける比率は、10 年分の単純平
均値に相当する。
　〔表 1〕および〈図４〉によれば、先の〈図
３〉と同様に、右肩上がりの年功序列の軌跡が認
められる。しかしながら、86 年～ 95 年段階から
96 年以降段階にかけての加齢ステージでは、各
コホートに共通して比率の上昇は確認できない。
コホートごとに詳しくみると、より若いコホート
である aや bの比率は明確に低下している。他

方、cコホートは微減、d コホートについては無
変化といえよう。度合いの相違は存在するもの
の、年齢を重ねるたびに支持率も上昇するという
加齢効果自体は、終焉を迎えたことが示唆される。
　注目すべきは、その 10 年前、すなわち 76 年～
85 年段階から 86 年～ 95 年段階にかけての各コ
ホートの軌跡である。50 代から 60 以上にあがっ
た eコホートや、40 代から 50 代にあがった dコ
ホート、そして 30 代から 40 代にあがった cコ
ホートがそれぞれ比率を上昇させ、「加齢による
年功」がみられるのに対して、20 代から 30 代に
あがった bコホート（1947 ～ 65 年生集団）だけ
は、比率がほとんど上昇せずにフラットな軌跡を
示している。
　bコホートについては、10 年後に 30 代から 40
代にあがっても比率は上昇せず、（時勢の影響は
あるにせよ）逆に比率を減少させている。20 代
から 30 代、さらに 40 代と年齢を重ねても、年功
効果はいっこうに生じない。加齢による上昇が見
受けられないのは、b コホートにつづく aコホー
ト（1957 ～ 75 年生集団）も共通している。bコ
ホートを境に加齢による年功効果が消滅したと解
釈しても、そうは間違っていないだろう。

図４　自民党コホート

朝日新聞社世論調査（面接）結果をもとに作成
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　1947 ～ 65 年生のコホートとは、1956 年生まれ
を中心とする前後 10 年幅の世代に相当する。ま
さに、生まれながらに自民党政権という 55 年体
制世代である。加齢による自民党支持への傾斜と
いう、自民党支持の安定構造を支えていたのは、
ほぼ 1950 年代以前の生まれ年世代、既存の世代
区分に当てはめれば、「団塊世代」以前の人たち
が該当するようだ。
　55 年体制と呼ばれた自民党の長期政権時代、
終身雇用を所与とする年功序列型社会のもと、
個々人の地位と給与は年齢とともに上昇していっ
た。自民党支持にみられた加齢による支持率の上
昇、すなわち、右肩上がりの「若低－老高」型構
造も、大多数の人たちが自分自身を社会の担い手
として実感し、社会のあり方に充足感をもつよう
になることと重なり合う現象だった。自民党を、
政党としてよりも政治社会そのものとして受け止
めているからこそ、人々は自身のライフ ･サイク
ルの一部であるかのように、自民党支持へと傾斜
していったのだろう。自民党政権を所与とした、
有権者の政治的社会化過程と捉えることができ
よう。
　選挙の焦点も、政権の行方ではなく、万年与党
の自民党の議席数がどうなるかに矮小化され続け
た。社会党をはじめとするいわゆる野党が過半数
をこえる候補者を用意できない以上、政権選択な
ど、したくてもできなかった。政党支持概念や支
持政党質問は、自民党の長期政権期に確立し定着
した指標である。政党支持を問う世論調査も同様
で、「どの政党を支持しているか」とは聞いては
いるものの、実質的には「自民党を支持するか、
しないか」という文脈で機能していたように思わ
れる。

　2－ 3．無党派層の構造変化
　ここで再び〈図１〉に目を転ずると、自民と公
明による連立政権が日常化した 2000 年以降、と
くに小泉政権誕生後は、「支持政党なし」の比率
が減少傾向にあるように思われる。90 年代末に
50％をこえてから圧倒的な多数派であり続けてき
た無党派層だが、03 年前半あたりを境として、

縮小しつつある。無党派層の減少傾向は、読売新
聞社のみならず、朝日、毎日両新聞社や共同通信
社など、他社の世論調査結果においても共通に確
認することができる。
　〈図５－１〉および〈図５－２〉は、小泉政権
誕生直後の 2001 年 4 月時点と 05 年 4 月ないし５
月時点での、「支持政党なし」層の年齢別比率を
示している。調査の方法は、朝日新聞社（〈図５
－１〉）、共同通信社（〈図５－２〉）とも、従来の
面接調査から電話によるRDD 調査に変更されて
いる注４）。
　01 年と 05 年とを比較すると、グラフの形状に
変化が生じていることがわかる。無党派層といえ
ば、自民党支持者の「若低－老高」構造とは正反
対の、「若高－老低」という典型的な特性を有し
ていた。図中の 01 年４月のパタンにほかならな

図５　無党派層の構造変化

〔図５－１〕

〔図５－２〕
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い。それが、05 年４，５月には、朝日、共同双方
とも、フラットな構造へとシフトしている。若 ･
中年層における無党派比率が減少し、その一方
で、高年層では逆に比率が上昇したため、年層間
に存在したギャップが相対化されたわけだ。
　若年層での減少幅の大きさには留意が必要だろ
う。「支持政党なし」と回答する比率が減少した
ということは、とりもなおさず、いずれかの政党
を選択する比率が増加したということになる。政
党名以外の「DK（わからない）･ NA（答えない）」
比率に変化のないことは確認済みだ。「支持政党
なし」全体の比率に大きな変化のない中で、内部
構造の付置関係に転換が生じている。
　95 年知事選での「無党派層の反乱」は、政党
の公認や推薦を一切受けない候補者に投票すると
いう、いわば政党への拒否の意思表示だった。そ
れから 10 年を経て、フラット化という無党派層
に生じた変化は、政党支持自体の質的変容を示唆
している。

３．政党支持の融解：「そのつど支持」の
登場

　3－ 1．支持政党の「ある・なし」
　「支持政党なし」の増大を受けて、新聞・通信

社などの報道機関は、国政選挙時に無党派層の動
向をフォローするため、投票日の１ヶ月程前か
ら、２週前、１週前、さらに２，３日前といった
数日間隔のインターバルで連続調査を実施するよ
うになった。このうち共同通信社の「トレンド調
査」は、固有の政党支持質問を採用している。
「支持する政党はどれか」と聞き、１つの政党の
選択を求める通常の支持政党質問ではなく、「支
持する政党があるか、ないか」自体を聞く方式
（「支持政党のある ･なし質問」）がそれである。
　〔表２〕を参照されたい。表中の「Ｘ日前」
は、投票当日を基点に調査の実施がその何日前に
相当するかを示す。05 年、09 年、12 年と、三回
の総選挙時に共通して、投票日の 1ヶ月（ないし
それ以上）前から２，３日前に至るまで、比率に
変化は生じていない。投票日に向けて社会の関心
が高まり、個々人の投票態度も確定していく過程
でもなお、支持政党は「ない」とする回答は、一
定の割合を保ち続けている。
　短期的な変動の目立った、これまでの政党支持
結果とは異なり、極めて安定的な数値が並んでい
る。支持する政党が「ある」が約 3割、支持する
政党が「ない」がほぼ 7割、これこそが有権者の
「政党意識」の表象であると推測された。

表２　支持政党の「ある・なし」
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　支持政党の「ある ･なし」比率を年齢別にブ
レークダウンしたもの（全調査回数分の平均値）
が〔表３〕である。05 衆、09 衆、12 衆と、支持
政党「なし」比率の大小関係には「若高－老低」
型の構造が存在する。確かに、20 代の 8割を越
える数値は高率ではあるが、70 歳以上の高齢者
でさえ支持政党「なし」が 5割に及んでいる。注
目すべきは、中高年層の比率の推移だろう。05
－ 09 － 12 年と３回の総選挙を通じて、20，30 代
の若年層の比率にはほとんど変化が見受けられな
い。対照的に、中高年層の比率は顕著に増大し、
支持政党「なし」全体の割合を押し上げている。
05 年から 12 年にかけて、年齢にそった相違が縮
小傾向にあることにより、右肩下がりの「若高－
老低」型の傾斜もゆるやかになってきた。
　支持政党「なし」に本籍を置き選挙や時宜に応
じてそのつど政党を選ぶ人たちが、ほぼ全年代に
広がり、政治意識のコアとしての旧来型政党支持
は消滅しつつある注５）。ただし、政党支持が相対
化したからこそ、それにかわって新しい政党支持
が登場し定着してきた。新タイプの政党支持と
は、特定の支持政党を持たないという前提の上で
の、時々の政党選好を意味する。こうした政治意
識のあり様を、筆者は、「そのつど支持」と名付

け、新たな「そのつど支持の時代」の到来である
と強調した（松本，2005 および 2006）。

　3－ 2．「そのつど支持」層の検出
　「そのつど支持」層というのは、有権者の中
で、どの程度のボリュームを占めるのか。量的な
検出を試みてみよう。
　共同通信社のトレンド調査では、支持政党の
「ある・なし」質問で、「ない」と回答した人た
ちに、再度「あえて支持するとすれば…」と問い
かけている。〔表４〕（次ページ）では、追求質問
段階で「あえて」支持政党名を回答した人たちを
「そのつど支持」、「あえて」と問われても支持政
党名をあげなかった人たちを「完全支持なし」と
表記した。支持政党「なし」層といっても、その
大半は、いずれかの政党を選好していることを確
認できよう。
　支持政党「なし」の無党派層の中で、あえてと
問われれば政党名を回答する「そのつど支持」層
の比率は、全体でほぼ 4割を占めるが、20 代で 5
割、70 以上でも 3割と、無党派層総体に見られ
るような年齢にそった大きな差は存在しない。ま
た、各年齢階層を通じて比率自体も非常に安定し
ている。各回の総選挙での投票率は、05 年＝

表３　支持政党の「ある・なし」　（年齢別）
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67.51％、09 年＝ 69.28%、12 年＝ 59.32% と、ほ
ぼ 10 パーセントの幅の中で推移している。この
ことを前提とすれば、支持する政党は「ない」と
回答する「なし」派のうち、少なくとも過半数は
実際に投票する（ないしは投票した）であろうと
推定される。有権者全体に換算すれば、やはり４
割程度が「そのつど支持」層に相当するのではな
いかと思われる。
　社会の超高齢化、年齢別の投票実績などの事実
を勘案するならば、国政選挙の帰趨は、若年層よ
りも、「そのつど支持」化した中高年層の動向に
依拠していると解釈できるかもしれない（松本，
2010）。いずれにせよ、支持政党の「ある ･なし」
質問に基づく、「ある」派と「ない」派の区分、
および、「ない」派中の「そのつど支持」類型の、
指標としての有効性が類推されるだろう。

　3－ 3．「そのつど支持」層の投票行動
　「（有権者の）そのつど支持」化に象徴される
政治意識の変容は、投票行動にどのような影響を
与えたのだろうか。次ページの〈図６〉（上・
中・下の 3図）を参照されたい。図中の数値は、

前出の共同通信社のトレンド調査中の、小選挙区
での投票予定政党比率（全調査回数分の平均値）
を、自民党と民主党について年齢別にまとめたも
のである。上図（05．9 総選挙）と中図（09．8 総
選挙）とが対照的な構図になっており、09 年の
「政権交代選挙」における民主党の全年齢階層で
の逆転が示されている。
　09 年総選挙時の各種の調査結果からは、年齢
にとどまらず、男女や地域など、他の社会的属性
に関しても自民党に代わり民主党が多数を占め
る、包括政党化を確認することができた。再び
〈図６〉で、05 － 09 間の民主党の支持構造を比
較すると、05 年のフラット型から 09 年の年功型
（右肩上がり）への変化が見受けられ、支持率の
増加は 50，60 代の中高年層で顕著である。民主
党の包括政党化には、中高年層や女性というこれ
まで民主党の弱点とされていた人たち、つまり、
自民党支持者や自民党寄りだった人たちの、民主
党へのシフトの寄与するところが大きいと推測さ
れた。当時、多くの研究者が、「有権者レベルに
おける『政党支持の再編成』が生じた証拠だ」
と、興奮していた光景が思い浮かぶ。

表４　「そのつど支持」の構造
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　この傾向は、その後どのように推移したのか。
〈図６〉の下図は、12 年総選挙時のトレンド調査
での小選挙区の投票予定政党を示している。各年
齢階層で自民党が民主党を上回り、09 年と対照
的な構図が見受けられる。とりわけ、民主党の比
率の減少幅は大きく、09 年総選挙での圧倒的な
支持との落差が顕著である。加えて、〈図７〉の、
毎日新聞の特別世論調査における 09 年と 12 年総
選挙の比例区での投票予定政党に関しても、09
年と 12 年との間で年齢別の形状がきれい反転し
ており、投票行動の均質化、やや誇張すれば
「のっぺらぼう化」とも表現しうる傾向も明らか

図６　小選挙区の投票予定政党 図７　比例区の投票予定政党

共同通信社トレンド調査（RDD）結果をもとに作成 毎日新聞社特別世論調査（RDS）結果をもとに作成



政治意識の変容─「そのつど支持」から「選挙ばなれ」へ ─

17

となる注６）。
　09 衆院選における民主党の包括政党化も、新
たな多数派形成による政党支持の再編成ではな
く、「一時的な勝ち馬志向の可能性」が高かった
と捉えるべきだろう。「そのつど支持」に代表さ
れる新しい政治意識は、「特定の支持政党を保有
しないことを前提とする以上、現在の状況は政党
支持の再編成過程よりもむしろ融解過程を象徴し
ているように思われ（た）」（松本，2009）。

　3－ 4．スウィング・ボートの実態
　「そのつど支持」層の選択する政党は、選挙の
たびに変動する。〔表５〕は、㈶明るい選挙推進
協会が実施した各回国政選挙後の全国調査の結果
における、投票政党（投票した政党）質問の結果
をまとめたものである。上の２つの表は、05 年
総選挙で自民と民主に投票した人たちの 09 年総
選挙における投票政党を、小選挙区と比例区に分

けて表示している。下の２表は、09 年総選挙で
の投票政党を基準に 12 年での投票政党をそれぞ
れクロスさせている。表中左側の政党名を基準に
した場合の、歩留まり率に相当する注７）。
　05 年の自民党、09 年の民主党と、前回の総選
挙で勝利した政党に投票した人たちのうち、次回
選挙でも同じ政党に投票したとする比率はどの程
度か。05 年の自民党投票者中、09 年も同党に投
票したのは４割に止まり、民主党へと投票先がシ
フトした比率が４割にも達している注８）。
　09 年総選挙での民主党投票者についてみると、
12 年に同党に投票したのは３割に過ぎず、他党
に投票した人は７割近くを占めている。まさに、
そのつど支持そのものと言わざるを得ない数値で
ある。「そのつど支持」層は、各政党を横並びで
認知し、比較しうることが推測されよう。しか
も、時々の選挙における投票行動が、その時限り
の短期的な選択として完結していることを示唆し
ている。「そのつど」は、「その時限り」と同義で
もありうる注９）。
　さて、時宜に応じて政党を選好する「そのつど
支持」層は、蒲島郁夫によって提唱され、日本人
の投票行動のキーワードとなった「バッファー・
プレイヤー」の概念を想起させる。「バッ
ファー・プレイヤー」は、「流動的投票者」の文
脈で使われることから考えると、選挙のたびに投
票政党の「使い分けをする人たち」、すなわち、
「そのつど支持」層と重なり合うようにも思われ
る。しかしながら、「バッファー・プレイヤー」
とは、もともと「牽制的投票者」と訳されるよう
に、自民党の政権担当能力を評価し、「基本的に
自民党政権を望んでいるが、政局は与野党伯仲が
よいと考えて投票する有権者」と定義されている
（蒲島郁夫，2004，p.327）。「与党（自民）に６分、
野党に４分」のバランス感覚をもとに、時として
「自民党にお灸をすえる」人たちに相当しよう。
自民党の長期単独政権という、かつての 55 年体
制を前提条件に成立する概念であろう。
　これに対し、新しい政党支持としての「そのつ
ど支持」は、政党を相対化し横並びで比較・選択
する、てらいや予見を超越したポスト 55 年体制

表５　投票政党のクロス
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の概念だ。政治意識研究上の指標との対応関係と
いう点でいえば、三宅一郎が 1960 年代に提唱し
た政党支持の「幅」仮説の方に、より類似性を
持っているかもしれない。横並びの選択とはいっ
ても、何らかの選択の幅、言い換えるならば、許
容範囲のようなものは介在しているであろう注10）。

４．政党支持から内閣支持へ
　4－ 1．内閣支持率民主主義
　55 年体制下の日本政治において、「支持政党
名」に代表される政党支持は、政治意識の集約さ
れた「指標」であると同時に、選挙の結果を占う
「変数」として扱われてきた。「政党支持率」は
投票行動を予測 ･説明するための重要な変数で
あった。これに対して、内閣支持は、政党支持と
は対照的に「多分に首相個人の人気というような
ものに大きく左右されて（おり）」（林知己夫，
1976，p.21）、「優越政党体制の中で、斬新さを求
める度合いのバロメーターでしかない」（猪口孝，
1981，p.83）とさえ指摘された。
　もちろん、古くは 1970 年代ごろから「内閣支
持率の危険線」が語られたように、支持率が一定
ラインを下回ると来るべき選挙に悪しき影響を及
ぼすという認識が存在した。ただ、それも、「（内
閣）支持率の低下は、与党内における指導者交代
をめぐっての抗争のはじまりの要因になりうる」
（高畠通敏，1976，p.239）といった、政界レベル
での常識にとどまっていた観がある。政党支持と
同時に検出される「内閣支持（率）」は、マス・
メディアの注目度こそ高いものの、首相の人気度

の反映として、政党支持とは次元を異にするもの
と受け止められてきた。
　ところが、小泉内閣以降、政党支持と内閣支持
との間の関係性に変化が生じた。変化とは何を指
すのか。先ず、政党（自民党）支持率は、従来、
内閣支持率と比べかなり安定したものであり、比
率の変動幅も小さかった。小泉首相の登場を契機
に、高い内閣支持率に引っ張られる形で自民党支
持率も上昇し、逆に内閣支持率の低下とともに自
民党支持率も減少するという内閣支持先導型の連
動関係が確認されるようになった。
　さらに、注目すべき傾向として、投票行動との
相関関係においても、内閣支持や首相評価がより
重要な「変数」となったことをあげねばならな
い。投票を動機付け、その方向を規定しうる要素
は、政党支持よりもむしろ内閣支持や首相評価で
あると考えられる。小選挙区制度の効果に、小泉
仕様の政治スタイルが加わったこともあり、内閣
や首相の業績評価を投票行動の鍵（キー）概念と
して扱うことが、研究者や専門家の間での共通認
識となってきた。こうした認識は、民主党への政
権交代以降も変わらなかった（前田幸男，2011、
谷口将紀，2012 など）注11）。

　4－ 2．選挙のイベント化
　時宜の内閣支持率は変動が大きい。しかも、変
動の震源は中高年層にある。いわゆる無党派に象
徴される浮動票は、もはや中高年の専売特許と
なったと言っても差し支えない。ここで、〔表６〕
を参照されたい。同表は、毎日新聞社の定例世論

表６　内閣支持率の増減ポイント
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調査（電話ＲＤＳ方式）における内閣支持率の短
期的な振幅を年齢別に示したものである。自民党
政権期の07年の安倍内閣から福田内閣への交代時、
内閣支持率は全体で 28%上昇しているが、比率
の増加度合いには 20，30 代の若年層	＞	60，70 以
上の高年層という構図が存在する。
　ところが、民主党への政権交代以降は、10 年
の鳩山内閣から菅内閣への移行時、11 年の菅内
閣から野田内閣への移行時に共通して、50，60，
70 以上の中高年層	＞	20，30 代の若年層という逆
の構図への変容が見受けられる。不支持から支持
へ、支持から不支持へと、軽々とシフトするの
は、若年層よりもむしろ中高年層のようだ。
　10 年６月、鳩山氏から菅氏への首相の交代時
に急上昇（「Ｖ字回復」）した内閣支持率がすぐ
さま急落し、ジェットコースター支持率と呼ばれ
た。共同通信社のトレンド調査結果で見ると、菅
内閣の支持率は１カ月足らずの間に、65%から
43%へと20ポイント以上も減少している。急激な
変化は、60 代の 73%から 43%、70 歳以上の 66%
から 43%に明らかなように、高年層が主要因と
なっている。若年層では、比率は安定しており大
きな変化は生じていない。内閣支持率だけでな
く、政党支持率についても同様で、鳩山政権末期
に民主と自民の支持率が急接近し、自民党が逆転
するほどの状況に至るが、菅首相の登場で、すぐ
に民主党が盛り返しダブルスコア以上の差が生ず
る。この間、比率の変動が一番大きいのはやはり
中高年の人々で、民主から自民へ、そしてまた民
主へ、軽々とシフトしている。
　新しい「そのつど支持」は、政党を横並びで相
対比較する。政党支持や投票行動にかんして、組
織による動員や対人的な勧誘に依存ずるのではな
く、自身の個人的な判断を頼りにする。であれば
こそ、マス・メディアを通じてもたらされる間接
情報に依存するほかはない。メディア情報の性格
からして、判断基準の共有性ないしは均質化は必
然的だ。政党にかんする先入観や固定的なイメー
ジを持たないとすれば、各政党を相対化して比較
できるのは当たり前のことかもしれない。現実の
選挙においても、いわゆる中選挙区制に代わって

小選挙区制が導入され、政党と候補者との「一対
一」の関係が定着したことにより、まずは「党よ
りも人」が解消し、徐々に二者択一の「小選挙区
ルール」も浸透して「人よりも党」が優先するよ
うになってきた。いずれにせよ、政党支持の意味
内容は、同質的なものにならざるを得ない。
　こうした政党本位の選択をする「そのつど支
持」層の存在があるからこそ、政党と有権者との
間に相応の緊張関係が成り立ちうる。ただ、検討
を要するのは、政党本位の選択に際する動機づけ
の問題ではなかろうか。「そのつど支持」の概念
を、「マニフェスト選挙が想定する有権者」と捉
える中北浩爾は、「『そのつど支持』を含む無党派
層は、テレビなどのマス・メディアを通じて形成
されるイメージに影響され、ポピュリズムにとら
われやすい。ひいては、…政党デモクラシーを不
安定化させている」と否定的な評価を下している
（中北浩爾，2012，p.200）。
　そのつど支持の政治的含意に関する解釈は、い
ささか難しい問題である。「新しい政党支持とし
ての『そのつど支持』は、自民党を相対化し民主
党と横並びで比較する、逆にいえば、小泉人気が
そのまま自民党支持に直結しうる」（松本，2006，
p.48）。それゆえに、政党イメージないしは政党
スキーマを、リーダー政治家個人のイメージに還
元させ単純化させることは、投票行動への誘因戦
略として効用を有するだろう。
　そうはいっても、こうした投票態度の登場につ
いては、脱組織化による政党支持の流動化や、メ
ディア選挙の隆盛のみならず、小選挙区中心の並
立制による総選挙を数多く経験し、有権者の中で
小選挙区ルールとしての択一志向が定着したこと
の効果も大きいだろう。一人一人が、想定される
選挙全体の結果と自分の一票との対応関係をイ
メージしながら投票する、「一票のリアリティ」
が増したことの現われとも考えられよう。「その
つど支持」層にとっては、「どの党を選ぶべきか」
と同じく、場合によってはそれ以上に、「投票す
べきかどうか」という一票の意義や効果に関する
実感も、動機づけへの大きな要素を構成している
ように思われた。
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５．「選挙ばなれ」の位相
　5－ 1．無縁化社会の進行
　特定の支持政党を持たず、選挙のたびにどの政
党が良いかを選択する「そのつど支持層」は、年
代や地域を超えた広がりを見せ、有権者の投票行
動を代表するほどに一般化した。しかも、時々の
選挙の風向きは、今や、若者を中心とするいわゆ
る無党派層ではなく、中高年の「そのつど支持」
層の動向に依拠している。
　「中高年のそのつど支持化」はなぜ生じたの
か。その脈絡を考えるヒントとして、投票率デー
タを紹介したい。
　話題は地方選挙に転じる。筆者のフランチャイ
ズの埼玉では、2011 年４月の県議選と７月の知
事選の投票率が、いずれも史上最低を記録した。
同年の統一地方選時の道府県議選は、全国平均の
投票率が初めて 5割を切ったが、埼玉県は
39.54％で唯一 4割を下回った。７月の知事選に
いたっては、24.89％と４人に１人しか投票しな
かった。
　「埼玉都民」に象徴されるように、埼玉県は、
都市部という条件に加え、東京のベッドタウンゆ
えに職と住とが完結しない。県議会や知事のプレ
ゼンスは希薄で、若年層を中心とする有権者に
とって地元の選挙にリアリティを感じられないと
いうのが、低投票率現象の一般的解釈だ。
　実際の様相はやや異なる。市町村単位で見る
と、最低投票率に貢献しているのは都市部ではな

く近郊の地域だ。県議選の町村部の投票率は市部
を下回り、20％台前半すら散見される。看過でき
ないのは、絶対値よりも落ち込み方が顕著なこと
である。前回比で、さいたま市の 4ポイント減に
対し、周辺地域では二桁以上の低落が連なる。知
事選も同様で、市部の投票率減 2ポイントに比べ
町村部の減少は 8ポイントと大きい。常に高い投
票率を保持してきた秩父地域でさえ 3割を下回
り、県全体の平均と変わらなくなった。
　高投票率地域での低落は、とりもなおさず、こ
れまで投票し続けた人々が遠ざかったことを示唆
している。年齢別のデータで確認すると、明確な
傾向が読み取れる。〔表７〕は、２回（07 年－ 11
年）の選挙における投票率の増減ポイントを、さ
いたま市議選（さいたま市）、県知事選（埼玉県
全体）について年齢別に算出したものである。さ
いたま市議選では、投票率の落ち込みの最も大き
いのが 60 代で 8.9 ポイント、次いで 50 代の７ポ
イント、40 代、70 歳以上も含めた中高年での低
下が顕著だ。一方、20 代から 30 代前半までの若
年層には、ほとんど変化は存在しない。知事選で
も同様の傾向が存在し、中高年層の低下の度合い
が大きい。
　こうした傾向は、埼玉だけに該当するわけでは
ない。横浜市における市議選の投票結果をまとめ
た〔表８〕を参照されたい。07 年－ 11 年間で投

表７　投票率の増減比率

表８　投票率の増減比率
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票率の減少が最も大きいのはやはり 60 代で、50
代以上の中高年層の低落は明確だ。対照的に 20、
30 代は、わずかながらも上昇している。地域社
会を支えてきた中高年の実年世代に、選挙ばなれ
が生じている。地方選挙における投票率の低落は
不可逆的な傾向と言わざるを得ない。地域におけ
る人と人とのつながりが急速に衰退していること
が一因だろう。種類やレベルを問わず投票に出向
く律儀な人たちの姿は、すでに過去の光景となっ
てしまったのだろうか（松本，2014）注12）。
　単純な因果を求めるのは、意識の実証研究の限
界を越えることだが、「社会の変質仮説」とも言
うべき、次のような推論が成立するかもしれな
い。日本の社会ではこれまで、地方を中心に、
フェイス・トゥ・フェイスの目に見える人間関係
が日常的に成立していた。政治意識に例えれば、
「党より人」、「人への支持」中心の意識や態度が
該当する。だからこそ、政党支持も安定してい
た。選挙ともなれば、年輩の人たちを中心に、決
まって地元候補の応援への声が掛かり、輪番で電
話勧誘に精を出した。そうした人間関係も希薄に
なり、地域社会はすでに「原子化」している。結
果的に、一人一人が家にこもりテレビを見てい
る。こういう光景が日常的に現出しているのだ。
　社会や政治との関わり方やつながりが、地域や
近所との目に見えるネットワークを通じた直接的
な関係から、テレビや新聞を通じた間接的関係に
変わってきている。年輩の人々ほど、マス・メ
ディアの報道による今現在の社会の風向きに影響
を受けざるを得ないだろう。投票行動はその時限
りの選択として完結し、選挙そのものが短期的な
イベントとして消費されがちだ。と同時に、個々
人が原子化した社会では、メディアの取り上げる
ことのない地元の身近な選挙からは退却せざるを
得ない（松本，2014）。
　「選挙ばなれ」と「そのつど支持化」、様相の
異なる２つの現象も、実は同じ筋道から生じてい
る。確かに、投票行動は一時的、言い換えるなら
ば、その時限りの選択として完結しているのかも
しれない。選挙そのものが短期的なイベントとし
て消費されがちにもなるだろう。けれども、こう

いう不可抗力的な状況を、一概に「多数派志向」
や「勝ち馬志向」と切って捨てたところで詮ない。

　5－ 2．地方選挙から国政選挙へ
　2012 年 12 月の第 46 回総選挙の投票率は、前
回（2009 年）の 69.28% を大きく下回り 59.32％
に低落した。投票率の減少は、数にして 1,000 万
人分にも相当する。選挙直前に政治家たちが見せ
た、自己保身とも思えるにわか仕立ての政党の結
成により、12 におよぶ政党が乱立した。しかも、
政策・争点に関する賛否と政党のスタンスとが整
合せず、選びようのない状況も現出した。自分の
選択と全体の結果との対応関係をイメージしなが
ら投票するという、選挙本来の一票の手応え＝
「一票のリアリティ」を実感できない中で、多く
の人たちが悩んだ末の棄権を余儀なくされたのか
もしれない。
　㈶明るい選挙推進協会の 12 年総選挙調査結果
によると、投票率が大きく低下した理由として、
「政党への不信が高まり、政治に対する期待が持
てなくなった」の約 40%、「どの政党が政権を
担っても何も変わらないと考える人が増えた」の
21％とで６割を占めている（㈶明るい選挙推進協
会，2013）。
　地方選で先行していた「中高年層の選挙ばな
れ」は、すでに国政選挙にも転移している。〔表９〕

表９　投票率の増減比率
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は、埼玉県における 09 年衆院選と 12 年衆院選間
の投票率の増減を年齢別に示したものである。
20、30 代の若年層もさることながら、低下の度
合いが最も大きいのは 70 歳以上の高齢者で、14
ポイントにも達する。
　〔表 10〕は、衆院選（09-12）における都道府
県別の投票率の推移をまとめたものである。低下
度合いが 2ケタ以上と顕著なのは、東北、北陸、
中国、九州など、これまでの高投票率地域に集中
しており、高齢化率の高い地域での急落現象と符
合しよう。次ページの〔表 11〕の衆院選の都道
府県別投票率ランキングをみると、12 年には東
京都が前回（09 年）の 44 位から 8位へと上昇し
ている。東京都が投票率自体は低下したにもかか
わらず、ベストテン入りをしたのは、他の地域が
軒並み 2ケタ以上低下させたのに比べ、東京都は
4ポイント減と度合いが最も小さかったからであ
る。さらに、最下位争いの常連であった埼玉県や

千葉県よりも下位に旧高投票率県が並ぶという、
従来の常識とは一変した構図が存在している注13）。
　先に紹介した㈶明るい選挙推進協会の 12 年総
選挙調査結果には、興味深い傾向が存在する。投
票所までに要する時間と投票・棄権との相関を集
計すると、（投票所までが）5分未満の距離であ
れば、「投票に行った」は 82％にのぼる。ところ
が、10 分未満だと 76％、20 分未満で 65％、投票
所まで 20 分以上かかると 52％へと減っていく。
投票所に行くまでにかかる時間が長いほど、足が
遠のくという結果がはっきり数字に表われている
（㈶明るい選挙推進協会，同）。
　にもかかわらず、投票所の数は減少の一途をた
どっている。〔表 12〕（次ページ）の衆院選時の
投票所数の推移によると、12年の総選挙では、全
国で 1,764 の投票所が削減された（09 年比）こと
が判明する。投票所数は、09 年総選挙の 2,043 減
（05 年比）を加えると、２回の総選挙で 3,800 箇

表 10　都道府県別投票率（衆院選・小選挙区）
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所以上の減少となっている。投票率の低下にそれ
相応の貢献をしているであろうことは明らかだ。

　5－ 3．投票弱者の存在
　2012 年総選挙で自民党が再び政権に復帰して
から 7年後、19 年 7 月に実施された参院選は、

表 11　衆議院議員総選挙	都道府県別投票率（小選挙区選挙） 表 12　投票所数の推移（衆院選）
〔表11〕衆議院議員総選挙 都道府県別投票率（⼩選挙区選挙）

都道府県名 投票率 都道府県名 投票率 都道府県名 投票率
1 島根県 78.35 島根県 65.74 島根県 59.24
2 ⻑野県 75.67 ⼭形県 64.86 ⼭梨県 59.18
3 ⽯川県 75.67 ⼭梨県 63.67 ⼭形県 59.15
4 ⿃取県 75.30 ⻑野県 63.36 佐賀県 57.77
5 ⼭形県 74.93 秋⽥県 63.22 北海道 56.35
6 ⼭梨県 74.29 奈良県 63.14 岩⼿県 56.23
7 佐賀県 74.15 ⿃取県 62.92 三重県 56.20
8 福井県 74.11 東京都 62.20 ⼤分県 56.11
9 富⼭県 73.75 ⼤分県 62.17 秋⽥県 55.78

10 北海道 73.65 岐⾩県 62.04 静岡県 55.61
11 岩⼿県 73.41 ⽯川県 61.92 奈良県 55.60
12 新潟県 73.41 佐賀県 61.86 ⻑野県 55.48
13 秋⽥県 73.27 滋賀県 61.76 茨城県 55.24
14 岐⾩県 73.09 静岡県 61.75 ⿃取県 54.38
15 福島県 72.82 福井県 61.75 東京都 54.36
16 三重県 72.37 岩⼿県 61.68 愛知県 54.19
17 ⼤分県 72.07 和歌⼭県 61.37 神奈川県 53.88
18 ⼭⼝県 71.81 三重県 61.29 滋賀県 53.79
19 熊本県 71.76 ⻑崎県 60.11 ⼭⼝県 53.07
20 和歌⼭県 71.70 ⼭⼝県 60.04 岐⾩県 52.92
21 ⿅児島県 71.50 神奈川県 59.87 新潟県 52.71
22 奈良県 71.47 新潟県 59.66 福島県 52.51
23 ⻑崎県 71.35 愛媛県 59.56 沖縄県 52.36
24 愛媛県 70.91 愛知県 59.07 埼⽟県 51.97
25 静岡県 70.81 ⾹川県 59.04 群⾺県 51.72
26 滋賀県 70.65 福島県 58.86 千葉県 51.24
27 ⾹川県 70.33 茨城県 58.85 ⻑崎県 51.13
28 徳島県 70.11 北海道 58.73 和歌⼭県 51.05
29 愛知県 69.60 兵庫県 58.59 京都府 50.99
30 広島県 69.32 熊本県 58.53 ⾼知県 50.98
31 宮崎県 69.10 千葉県 58.49 兵庫県 50.86
32 群⾺県 69.06 ⼤阪府 58.37 ⼤阪府 50.67
33 福岡県 68.77 京都府 58.27 岡⼭県 50.60
34 岡⼭県 68.57 徳島県 57.83 ⾹川県 50.56
35 ⻘森県 68.52 埼⽟県 57.40 ⿅児島県 50.47
36 神奈川県 68.26 福岡県 57.34 栃⽊県 50.10
37 京都府 68.20 群⾺県 57.33 熊本県 50.06
38 ⾼知県 67.64 富⼭県 56.89 広島県 50.02
39 茨城県 67.60 ⿅児島県 56.79 福井県 50.00
40 宮城県 67.35 広島県 56.76 宮崎県 49.86
41 栃⽊県 67.35 沖縄県 56.02 愛媛県 49.80
42 兵庫県 66.96 宮崎県 55.69 宮城県 49.23
43 ⼤阪府 66.79 岡⼭県 55.27 ⽯川県 49.16
44 東京都 66.37 宮城県 55.24 福岡県 48.81
45 埼⽟県 66.25 栃⽊県 54.71 富⼭県 47.46
46 沖縄県 64.95 ⻘森県 54.20 徳島県 47.22
47 千葉県 64.87 ⾼知県 53.89 ⻘森県 46.83

計（平均） 69.28 計（平均） 59.32 計（平均） 52.66
(公財）明るい選挙推進協会ウェブサイト掲載データをもとに作成

第45回衆院選(2009) 第46回衆院選(2012) 第47回衆院選(2014)
〔表11〕衆議院議員総選挙 都道府県別投票率（⼩選挙区選挙）

都道府県名 投票率 都道府県名 投票率 都道府県名 投票率
1 島根県 78.35 島根県 65.74 島根県 59.24
2 ⻑野県 75.67 ⼭形県 64.86 ⼭梨県 59.18
3 ⽯川県 75.67 ⼭梨県 63.67 ⼭形県 59.15
4 ⿃取県 75.30 ⻑野県 63.36 佐賀県 57.77
5 ⼭形県 74.93 秋⽥県 63.22 北海道 56.35
6 ⼭梨県 74.29 奈良県 63.14 岩⼿県 56.23
7 佐賀県 74.15 ⿃取県 62.92 三重県 56.20
8 福井県 74.11 東京都 62.20 ⼤分県 56.11
9 富⼭県 73.75 ⼤分県 62.17 秋⽥県 55.78

10 北海道 73.65 岐⾩県 62.04 静岡県 55.61
11 岩⼿県 73.41 ⽯川県 61.92 奈良県 55.60
12 新潟県 73.41 佐賀県 61.86 ⻑野県 55.48
13 秋⽥県 73.27 滋賀県 61.76 茨城県 55.24
14 岐⾩県 73.09 静岡県 61.75 ⿃取県 54.38
15 福島県 72.82 福井県 61.75 東京都 54.36
16 三重県 72.37 岩⼿県 61.68 愛知県 54.19
17 ⼤分県 72.07 和歌⼭県 61.37 神奈川県 53.88
18 ⼭⼝県 71.81 三重県 61.29 滋賀県 53.79
19 熊本県 71.76 ⻑崎県 60.11 ⼭⼝県 53.07
20 和歌⼭県 71.70 ⼭⼝県 60.04 岐⾩県 52.92
21 ⿅児島県 71.50 神奈川県 59.87 新潟県 52.71
22 奈良県 71.47 新潟県 59.66 福島県 52.51
23 ⻑崎県 71.35 愛媛県 59.56 沖縄県 52.36
24 愛媛県 70.91 愛知県 59.07 埼⽟県 51.97
25 静岡県 70.81 ⾹川県 59.04 群⾺県 51.72
26 滋賀県 70.65 福島県 58.86 千葉県 51.24
27 ⾹川県 70.33 茨城県 58.85 ⻑崎県 51.13
28 徳島県 70.11 北海道 58.73 和歌⼭県 51.05
29 愛知県 69.60 兵庫県 58.59 京都府 50.99
30 広島県 69.32 熊本県 58.53 ⾼知県 50.98
31 宮崎県 69.10 千葉県 58.49 兵庫県 50.86
32 群⾺県 69.06 ⼤阪府 58.37 ⼤阪府 50.67
33 福岡県 68.77 京都府 58.27 岡⼭県 50.60
34 岡⼭県 68.57 徳島県 57.83 ⾹川県 50.56
35 ⻘森県 68.52 埼⽟県 57.40 ⿅児島県 50.47
36 神奈川県 68.26 福岡県 57.34 栃⽊県 50.10
37 京都府 68.20 群⾺県 57.33 熊本県 50.06
38 ⾼知県 67.64 富⼭県 56.89 広島県 50.02
39 茨城県 67.60 ⿅児島県 56.79 福井県 50.00
40 宮城県 67.35 広島県 56.76 宮崎県 49.86
41 栃⽊県 67.35 沖縄県 56.02 愛媛県 49.80
42 兵庫県 66.96 宮崎県 55.69 宮城県 49.23
43 ⼤阪府 66.79 岡⼭県 55.27 ⽯川県 49.16
44 東京都 66.37 宮城県 55.24 福岡県 48.81
45 埼⽟県 66.25 栃⽊県 54.71 富⼭県 47.46
46 沖縄県 64.95 ⻘森県 54.20 徳島県 47.22
47 千葉県 64.87 ⾼知県 53.89 ⻘森県 46.83

計（平均） 69.28 計（平均） 59.32 計（平均） 52.66
(公財）明るい選挙推進協会ウェブサイト掲載データをもとに作成

第45回衆院選(2009) 第46回衆院選(2012) 第47回衆院選(2014)
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投票率の全国平均が 48.80% に低迷し、史上 2度
目の 50%割れとなった。同選挙での、さいたま
市における投票率も 48.11% にとどまった。さい
たま市の選挙管理委委員会では、国政、地方に関
わらず毎回の選挙に関して、100 万人を超える全
有権者の投票結果を集計し、ウェブサイトで公開
している。〔図８〕は、2016 年参院選、17 年衆院
選、そして 19 年の参院選と、直近 3回の国政選
挙時の、さいたま市における年齢別投票率をプ
ロットしている。18 歳選挙権が導入された 16 年
の参院選を起点に、18 歳の投票率は 17 年、19 年
と回を追うたびに大きく低下している。さらに、
18 → 19 → 20 と加齢に応じて投票率は下降の一
途をたどる。初期値（18 歳時）の高低に関わら
ず、いずれもいったんは 20 代の底値まで下がり、
そこから新たな社会化が始まるといった様相を呈
している。
　一般に 19 歳問題と呼称される 18 歳から 19 歳
への急降下は、いわゆる「住民票問題」、すなわ
ち、高校卒業を契機に実家を離れた地方の若者
が、住民票を移さずにそのままにしていることが
主たる要因と考えられている。ところが、住民票
の異動をほとんど必要としない首都圏の若者にも
19 歳時の急降下現象がみられるということは、
他の要因の介在を考慮しなければならない注14）。

　図中の16年参院選時の18歳の投票率は、60.24%
と比較的高率であった。当該コホートは三年後の
19 年には 21 歳に長じているが、19 年参院選での
21 歳の投票率は 32.90% に過ぎなかった。彼ら
「18 歳選挙権世代」が、この先、生涯を通じて
初期値の 60% を上回るパフォーマンスを示すこ
とがあるのだろうか。それとも、18 歳時の投票
は、継続性を担保することのない一回限りの「記
念すべき体験」に過ぎないのだろうか。
　さて、2019 年は、埼玉県にとってまれにみる
選挙イヤーでもあった。4月の統一地方選挙に始
まり、7月の参議院の通常選挙、8月に知事選挙、
さらには 10 月の参議院の補欠選挙と、ほぼ半年
の間に４つの選挙が続いた。残念ながら、投票率
は芳しいものではなかった。さいたま市を例にと
れば、4月の市議選が 38.16%、7 月の参院選は
48.11%、8 月の知事選が 33.83%、そして 10 月の
参院補選は 21.71% と、低比率に終始した。
　次ページの〔表 13〕は、7月の参院選の投票
率を、性別・年齢別にブレークダウンした結果で
ある。男女別の数値を年齢にそって見て行くと、
女性の 80 歳以上の比率が、36.95% と極端に低い
ことが判明する。同じ女性の 70 代と比べ約 26 ポ
イント低落している。次いで、80 歳以上を男女
間で比較すると、女性の方が約 20 ポイントも低

図８　年齢別投票率（さいたま市）

さいたま市選挙管理委員会ウェブサイト掲載のデータをもとに作成
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い。男性の 80 歳以上は、同じ男性の 70 代に比
べ、比率の低落度合いは女性のように大きくはな
い。同表の有権者数が、女性の 80 歳以上におけ
る投票率の落ち込みの要因を示唆してくれる。80
歳以上は、男性の 32,535 人に対して女性は
52,452 人と約 2万人多い。この差からは、必然的
に、単身の高齢女性の存在が推測されよう。
　次いで、〔表 14〕を参照されたい。これは、参
院選の 3か月前の 19 年 4 月に実施された、さい
たま市議選の投票率をまとめたものである。やは
り、80 歳以上の女性における顕著な落ち込みが

見受けられる。〔表 13〕と〔表 14〕とを比較する
と、女性の 80 歳以上を除く他の年齢層について
は、いずれも、参院選の投票率の方が市議選より
も 10 ポイント程度高いことがわかる。国政選挙
と地方選挙という選挙の種類や、時々の選挙戦の
様相あるいはメディアの報道の仕方などに応じ
て、人々の選挙への関心度や投票への志向性に毎
回変動が生ずるのは、極めて自然なことである。
　ところが、女性 80 歳以上の投票率には、参院
選－市議選間にほとんど相違が見受けられない。
すなわち、低投票率は、意識や態度、あるいは時

表 13　2019.7　参院選投票率（さいたま市）

表 14　2019.4　統一地方選（さいたま市議選）
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宜的要素と関わりのない構造的な要因に依拠して
いるのではないかという推測が成り立つ。いわゆ
る買物弱者と同様に、個人の身体的状態や日々の
居住状況などが投票への制約となっているとい
う、「投票弱者」の存在が示唆されよう。
　先にも触れたように、19 年 4 月のさいたま市
議会議員選挙の投票率は、38.16% で同市議選の
最低を更新した。さいたま市議選の投票率は、
47.44%（2007）→ 43.60%（2011）→ 40.39%（2015）
→ 38.16%（2019）と下降の一途をたどっている。
〈図９〉は、過去 4回の市議選の地域（行政区）
別の投票率の推移をまとめたものである。当初か
ら低い値であった浦和区や大宮区などの中心部の
市街地では、ゆるやかな減少傾向が続いているの
に対して、2007 年当時は高率であった周辺部の
岩槻区は、選挙のたびに直線的に低落して市平均
を大きく下回るに至り、付置関係も逆転してし
まっている。日本の各地でみられる都市と地方の
逆転現象が、大都市の内部においても、中心部と

周辺部の区分に沿って生じていることが判明す
る。投票率は、政治への関心度に加えて、（当該
社会の）無縁化の指標の役割をも担っていると言
わざるを得ない注15）。

まとめにかえて
　投票行動の代替指標としての政党支持は、長ら
く、選挙のシミュレーションの役割を担いマスコ
ミ世論調査の花形だった。「そのつど支持」の無
党派層が多数派化し、首相や政権のパフォーマン
ス評価が有権者の主要な判断基準となってからこ
の方、投票行動を説明し選挙の趨勢を知る主役の
座は、内閣支持率に取って代わられた。
　世論調査が検出する内閣支持率は政治を評価す
る必須の基準であり、政治家のみならず、有権者
にもそういうものだと受け入れられている。この
現象は、高い支持率を背景に登場した小泉内閣時
代と符合する。ＲＤＤという調査手法も、小泉首
相の登場と軌を一にして、メディアの世論調査に
相次いで採用されたものである（松本，2003）。
　世論調査がポジティブな機能を果たすようにな
ると、今度は「世論調査政治」あるいは「世論調
査民主主義」という言葉が流

は や

行り始めた。新聞、
テレビなどの報道機関で公表された世論調査結果
が、その先の政治の流れを作っていくという意味
合いである。小泉内閣が退場し、それを引き継い
だ安倍政権が登場して以降現在に至るまで、同様
の状況に変化は見られない。
　のみならず、内閣支持率は、ここ最近、現政権
に対する支持・不支持という字義を越えた、回答
する人々の周囲や社会の現状についての認識、す
なわち、「社会の雰囲気指標」であるかのように
感じられる。政治家の世論調査依存や世論調査民
主主義とは、世論調査のＲＤＤ化を契機に、世論
の指標が内閣支持率に収斂し、「世論＝内閣支持
率」を前提とした「内閣支持率依存政治」と表現
すべき状況が展開されていることを意味する。
　しかるに、今、ＲＤＤ調査による内閣支持率民
主主義が成り立つのは、社会の選挙ばなれという
時代状況に助けられているからでもあろう。国政
選挙といっても、毎回の投票率はせいぜい５割程図９　さいたま市議選投票率の推移（2007 → 2019）

さいたま市選挙管理委員会ウェブサイト掲載のデータをもとに作成
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度で、世の中の半分しか投票しないという現実の
寄与するところは大きい。加えて、有権者の投票
行動が単純化、ないしは反応化している点にも留
意が必要である。政治家諸兄が政治マーケティン
グなどというワードを平然と公言する。このこと
に象徴されるように、有権者を消費者扱いする選
挙戦術は日常化している。「ＲＤＤ政治」は、現
下の政治社会のあり様と一蓮托生である。
　2012 年に民主党から政権を奪還した自民党の
安倍政権は、約 8年間という長期にわたった。３
回の衆院総選挙での勝利に加え、各種報道機関の
世論調査で安定的な支持率を保持し続けたこと
が、長期政権の要因とされてきた。安倍内閣支持
の特性が、若年層での高支持率にあることはつと
に有名だ。18 ～ 29 歳や 30 代の若年層の比率が
高く、年齢があがるにつれて支持率が低下すると
いう、「若高－老低」型構造にほかならない。し
かも、右肩下がりの「若高－老低」型は、高支持
率時だけでなく、支持率が低落する時にも形状に
変化は見られず、若者の根強い支持に支えられて
きた。「若高－老低」型といえば、かつての「支
持政党なし」層にみられた特性である。先の〈図
２〉および〈図５〉を再度確認されたい。
　一方、安倍政権下で自民党が勝利した衆院選の
投票率は、12年＝59.32%、14年＝ 52.66%、17年
＝ 53.68% といずれも低い値で推移している。し
かも、若年層における投票率は、相変わらず非常
に低いままである。内閣支持率の「若高－老低」
型と投票率の「若低－老高」型という対照的な構
図が並存している状態だ。投票率については、高
齢層での急降下も顕著である。
　翻して考えると、現在の日本の選挙は、〈図８〉
の年齢別投票率に明らかなように、かつて（55
年体制時）の自民党支持と同様の、右肩上がりの
年功序列構造によって支えられていると言えるだ
ろう。ただ、終身雇用制が崩壊した今となって
は、給与や地位が加齢に応じて上昇し、それとと
もに社会との関わりも深まっていくということも
なくなった。20 代から 30 代へ、そして 40 代、
50 代へと、階段を昇るように投票率が上がる予
定調和的な現象は、この先もずっと続くのだろう

か。〈図４〉（自民党支持のコホート図）でみたよ
うに、ある時点を境に加齢による上昇が止まり年
功効果が消失するという事態など、決して生じる
ことはないと断言できるだろうか。若者の政治的
無関心や高齢者における投票弱者の存在もさるこ
とながら、代議制民主主義を基底で支え続けてき
た、右肩上がりの「年功型投票率構造」こそが、
（終焉の）危機に直面しつつあるのかもしれない。
　「支持政党なし」層の多数派化からほぼ 30 年
が経過した。今度は、「選挙ばなれ」層の多数派
化が、潜在レベルで、しかし確実に進行している
ようにも思われる。

《注》

１）	政党支持の、カウンター概念とされたのがアメリ
カにおける「政党帰属意識（Party	Identification）
概念」である。政党帰属意識は、社会学の準拠集
団（reference	group）理論を援用し、政党を準拠
集団に見立てている。つまり、「有権者は、自分自
身がその一部である、所属していると感じられる
政党の主張に基づいて、政治的に思考し、あるい
は行動する」ということを意味する（谷口将紀 ,	
2012,	p.24）。

	 　政党帰属意識を実証レベルで検出する際も、調
査のクエッションネアにこの前提が反映している。
いわゆるミシガン型の質問文は以下の通りである。
Generally	 speaking,	 do	 you	 usually	 think	 of	
yourself	 as	 a	 Republican,	 a	 Democrat ,	 an	
Independent,	or	What	?　自分自身をリパブリカン
だと思うか、デモクラットだと思うかと単刀直入
に聞き、有権者も明快にどちらかだと回答する、
あたかも（宗教上の）宗派のようである。

	 　一方、日本の政党支持の検出時には、「あなたが
支持する政党はどこですか。」、「あなたは何党を支
持しますか。」というワーデイングが採用されてい
る。「支持する」という用語が使われ、「どれか（ど
の政党か）」と問われる。

	 　アメリカと日本との間の相違を、どのように理
解したらいいのだろうか。ひとつには、政党制の
違いが起因していよう。完全な二党制のアメリカ
と多党制の日本。実質的には自民党の一党優位制
であっても、「主要５政党」という言葉に代表され
るように、自民党の外にもいくつかの政党が存在
し、それぞれが国会において相応の議席を保持し
続けた。こうした現実を前に、アメリカの「共和
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党か民主党」にならって、「あなたは自民党です
か、社会党ですか、公明党ですか、共産党ですか、
民社党ですか、それとも…」と並べ立てて聞くの
は、やや不自然だろう。

	 　もうひとつは、帰属感の希薄さがあげられるだ
ろう。「超党派」という言葉が尊重される日本人の
心性からして、自分自身と特定の政党とを同一化
（アイデンティファイ）することは想定しずらい。
ただ、帰属意識は弱くても、何らかの党派性
（partisanship）は保有しており、そのような党派
性の総体としての政党支持が、投票行動に及ぼす
影響力は大きい。

	 　こうして、「支持する政党はどれか」を問い、
「いずれかひとつの政党」の選択を求める「支持
政党質問」は、日本人の政党支持を検出する指標
として定式化されるに至った。ただ、この質問の
文脈は、人々が支持政党を保有することを前提に、
それがどれかを問うわけだから、単記投票制のも
とで実施される選挙での投票意図と同義であり、
選挙のシミュレーションとして機能する。言い換
えれば、この質問に対する回答としての「支持政
党なし」は、支持する政党があるか・ないかとい
う脈絡における無党派（Independent）というより
も、Ａ党でなく、Ｂ党でもなく、Ｃ党でもない、
どれでもない・どれも選ばないという、いわば
「余りの部分＝残余カテゴリー」に相当する（松
本正生，2001）。

２）	朝日新聞社では、「支持政党なし」と「わからない
（DK）・答えない（NA）」の合計を無党派層と定
義している。しかしながら、本論では、比較基準
を統一するため、「支持政党なし」比率のみを採用
した。

３）	表中最下段の 96 年～ 99 年の値は、本来、96 年～
05 年までの 10 年分の平均値を充当しなければなら
ない。しかしながら、朝日新聞社の面接調査は
1999 年で終了し、2000 年以降は、電話調査および
電話によるRDD調査に切り替わっており、データ
の同質性を担保できないため、やむなく 1999 年ま
でのデータを代用した。

４）	朝日新聞社や共同通信社などの報道機関では、小
泉政権の誕生と期を一にする形で、2001 年ごろか
ら、世論調査の方法を電話によるRDD方式に変更
している。RDD（ランダム・デジット・ダイヤリ
ング）とは、乱数を発生させて一定数の電話番号
を作成し、その番号にしたがって架電する手法で、
2021 年現在も主流な手法として採用されている。

５）	こうした傾向は、年代だけでなく、地域をも超え
て共通している。〔表 15〕は、民主党への政権交

代のあった 09 年総選挙と、自民党が政権に復帰し
た 12 年総選挙について、「支持政党のある・なし」
比率を地域別に集計したもの（全調査回数分の平
均値）である。大都市から郡部に至るまで、規模
の相違に関わりなく同一の数値が並んでいる。

６）	毎日新聞社の特別世論調査（電話ＲＤＳ方式）と
は、国政選挙時に、選挙区単位で実施される大規
模な事前予測調査に相当する。

７）	㈶明るい選挙推進協会の全国調査は、05 総選挙時
および 09 年総選挙時が面接法、12 年総選挙時が郵
送法と、調査方法が異なることに留意する必要が
ある。

８）	こうした傾向は、「2005 年に小泉自民党を大勝させ
た有権者層と 2009 年に民主党を大勝させた有権者
層は、ほぼ同じタイプの人びとであろう」（田中愛
治，2009，pp.1-2）との分析と一致する。

９）	「そのつど支持」をコアとする現在の無党派層は、
「政党や政治家を一歩離れたところから、やや距
離をおいて見つめている人たち」（松本，2001，
p.144）とはいっても、判断の基準は政党が優先
し、政党本位の選択をする人たちでもある。〔表
16〕を参照されたい。同表は、㈶明るい選挙推進
協会が実施した 12 年総選挙後の追跡調査におけ
る、投票の基準質問の回答を支持政党別に算出し
たものである。ここでの「支持政党なし」は、「支
持政党のある・なし」ではなく、通常の「支持政

表 16　投票の基準（党か人か）

表 15　支持政党の「ある・なし」　（地域別）
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党質問」における残余カテゴリー回答であること
に留意する必要はあるが、興味深い特性を確認す
ることができる。「小選挙区選挙で、政党を重くみ
て投票したか、候補者個人を重くみて投票したか」
を聞いた結果からは、「政党重視」の比率につい
て、支持政党なし層と政党支持層（自民党・民主
党支持者）との間にそれほど大きな差は存在せず、
支持政党なし層も「政党重視」派であることが判
明する。「候補者重視」の比率に関しては、支持政
党なし層よりも政党支持層の方が上回っている。
こうした政党本位の選択をする無党派層の存在が
あるからこそ、政党と有権者との間に相応の緊張
関係が成り立ちうるのかもしれない。他方、政党
支持層での個人重視の割合の高さからは、「人への
支持を含めて政党支持が成り立っている」（松本正
生，2001）ことがあらためて確認できるだろう。

	 　なお、㈶明るい選挙推進協会の調査におけるク
エッションネアは、「あなたは、普段何党を支持し
ていらっしゃいますか。１つ選んでください」と
なっている。なお、実際の回答比率は、「自民党」
が 32.9%、「民主党」が 10.5%、「支持政党なし」が
33.0% であった（㈶明るい選挙推進協会，2013）。

10）	政党支持の「幅」にかんして三宅は、数多くの論
文や著作で多岐にわたって論じている。ここでは、
代表的な二つの著作（三宅一郎，1985 および
1995）における論述内容に依拠した。

11）	実際、安倍政権下の国政選挙時における報道各社
の事前世論調査結果を確認すると、有権者の多く
が当該選挙を「安倍首相および安倍政治への評定」
と捉えていたことがうかがえる。「自民か民主か」
の分かれ目に決定的な役割を果たしていたのは、
争点や政策に対する態度よりも「内閣を支持する
か ･支持しないか」であった。

12）	中高年、わけても 60 代の地方選挙ばなれには、も
う一つの側面が類推されよう。いわゆる団塊の世
代が定年退職年齢に達したこと、すなわち、「埼玉
都民」に象徴される大量のサラリーマンたちが居
住地域に帰着しはじめたことに相当する。もとも
と、ホームタウンへの定着度が低く、アイデン
ティティも希薄だった世代が 60 代を占めるように
なったことも一因であると推測できよう。「（以前
から投票してこなかった）団塊世代の加齢」と
「（これまで投票していた）高年層の退却」の相乗
現象と捉えるべきかもしれない。加えて、地方選
挙では「無投票当選」に象徴される候補者（政治
家）の選挙ばなれも散見される。投票率は今や、
その減少度に関して、社会の無縁化の指標になり
つつあると言わざるを得ない。

13）	同様の傾向は、参院選についても該当する。13 年
7 月の参院選の投票率 52.61％は、戦後３番目に低
い数字だったが、〔表 17〕（次ページ）をみると、
前回（10 年 7 月）に比べ、沖縄県を除く全国 46 都
道府県で投票率が下がっている。かつて常に高い
投票率を維持していた島根県や鳥取県では、今や
島根が 60.89％（10 年参院選では 71.70％）、鳥取は
58.88％（同、65.77％）で今回の参院選投票率の全
国平均とあまり変わらなくなった。逆に、東京都
（53.51％）や神奈川県（54.47％）などの都市部で
は全国平均を上回っている。12 年の衆議院総選挙
以降も、こうした流れは止まらない。これまでは
常に投票に出向いていた中高年層が、選挙から遠
ざかりつつあることは確かだろう。併せて〔表18〕
（次ページ）を参照されたい。

14）	都市部の若者の「19 歳問題」に関する考察は、松
本正生（2017）、（2018）および（2020）を参照さ
れたい。

15）	埼玉大学社会調査研究センターでは、「さいたま市
民の政治・選挙に関する意識調査」を 2019 年 6 月
に実施した。4月に統一地方選挙が実施されたこと
から、さいたま市議選の投票行動の追跡質問を中
心に調査票を構成した。本センターでは、	2017 年
5 月に実施された、さいたま市長選挙（同市長選の
投票率は 31.44% と最低を記録した）の後にも、有
権者の投票行動に関する追跡調査を実施している。
調査対象は、さいたま市の有権者名簿から各区の
有権者数に比例する形で抽出した 1,000 人、調査方
法は郵送法を採用している。有効回答者数は 19 年
が 602 人（回収率 60%）、17 年が 653 人（65%）で
あった。ここでは、同一質問について、17 年調査
の結果と比較しながら概観していきたい。

	 　先ず、調査で「投票した」と回答した人に「誰
と投票に行ったか」を聞いた結果は、全体でみる
と「一人で」が 46%（2017）→ 43%（2019）、「家
族と」が 53%（2017）→ 55%（2019）とほぼ同様
の比率で推移している。これに対して、80 歳以上
における「家族と」の値が 2017、2019 両年とも
36% と全体平均を大きく下回ることから、一人住
まいの高齢層の存在が示唆される。

	 　次に「投票しなかった」と回答した人に、その
理由を聞いた結果をみると、2017 年から 2019 年へ
の推移では、80 歳以上での「病気などの体調不良」
が 54%（2017）→ 67%（2019）に増加しているこ
とが気に掛かる。買い物弱者と同様、「投票弱者」
へのケアが求められよう。一方、18 ～ 29 歳に注目
すると、「選挙があることを知らなかった」が 11%
（2017）→ 20%（2019）に倍増している。市長選
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と市議選の違いはあるにせよ、投票に行く・行か
ない以前に、社会の情報に関する認知度の低下の
問題が存在している。

	 　埼玉大学社会調査研究センターでは、2013 年か
ら、年 1回の定例調査として「さいたま市民：政
治に関する意識調査」を実施し続けている。同調
査は回収率が一貫して 60%台を保っていること
で、継続質問の結果に関する推移の客観性が担保
される。回答を返送してくださった、さいたま市
民のみなさまに、ひたすら感謝申し上げる次第で
ある。調査結果の概要、および、調査票、単純集
計結果、クロス集計表などにかんしては、松本正
生（2021）ならびに『政策と調査』の該当号
（http://ssrc-saitama.jp）を参照されたい。

表 17　参院選都道府県別投票率（比例代表）

表 18　投票率の増減比率：参院選（’10 → ’13）
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　The term “sonotsudo-shiji” (new independent voter) that I defined at the time of the snap general 

election in 2005, now seems to have become widely generalized as the political mindset of the general 

Japanese population. The “sonotsudo-shiji” tendency is significant, especially among middle-aged and 

elderly voters. The term “independent voter” or “swing voter” has been used to describe the political 

attitude and voting behavior of young people. However, it is now better used to describe the middle-aged 

and elderly voter.

　Their tendency of being “sonotsudo-shiji” is inextricably associated with apathy toward elections. The 

general election in 2012 showed us that disinterest in local political elections has now spread into the 

national elections.  The decrease in voting turnout in the 2012 general election was caused by a lack of 

involvement with the local society, and the feeling that a single vote did not count. This is reflected in a 

distrust of politics and political parties, born out of indifference toward other people.

　In this report, I present data in support of this hypothesis. I would like to thank you in advance for your 

comments on this report.
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